
豊田市地域包括支援センター
ロゴマーク

高齢者相談窓口　地域包括支援センター
　地域包括支援センターは、高齢者やその家族の方の総合相談窓口です。
　高齢者の介護や福祉に関する各種相談や、介護保険等の申請代行を行うとともに、要支援者等の介護予防ケアマネジ
メントを行います。
　介護やサービス等でお困りの場合は、下記の地域包括支援センターへお気軽にご相談ください。

豊田市役所 福祉部 介護保険課
〒471-8501　豊田市西町3丁目60番地
TEL 0565-34-6634　FAX 0565-34-6034

豊田市内に地域包括支援センターは28か所あり、統括・支援を「豊田市基幹包括支援センター」が行います。

●豊田市役所ホームページ
　https://www.city.toyota.aichi.jp

豊　田　市

スマホやタブレットで読めます。
〇文字サイズ拡大、自動音声読上げ
〇6つの言語で読める・聞ける（音声読上げ対応）

QRコードを読み取ると「利用の仕方」が開きます。内容確認後、デジタルブックをお読みください。

介護保険・高齢者福祉
ガイドブック豊田市

2026年度

禁無断転載ⓒ東京法規出版

お問い合わせ
介護保険制度のしくみを動画で説明しています。

所　在　地名　称 電　話

本新町7-48-6（有料老人ホーム豊田ほっとかん内）

池島町屋ケ平22（老人福祉センターぬくもりの里内）

錦町1-1-1（豊田市福祉センター内）

岩神町仲田20（足助病院内）

高町東山7-46（特別養護老人ホーム豊田福寿園内）

東広瀬町神田26-1（特別養護老人ホーム石野の里内）

桑原町中村5（稲武福祉センター内）

西山町3-30-1（豊田地域医療センター内）

沢田町梅ノ木574（小原福祉センターふくしの里内）

和会町東郷148（老人保健施設かずえの郷内）

加納町向井山9-1（特別養護老人ホーム猿投の楽園内）

越戸町上西小笹116（特別養護老人ホームこささの里内）

神殿町中切7-2（下山保健福祉センターまどいの丘内）

浄水町1-58-1（豊田厚生病院内）

永覚新町5-194（特別養護老人ホームみなみ福寿園内）

栄生町5-20（特別養護老人ホームひまわり邸内）

若林西町北山76（特別養護老人ホーム豊田わかばやし園内）

岩滝町高入40-1（特別養護老人ホームくらがいけ内）

藤岡飯野町坂口1207-2(藤岡福祉センターふじのさと内)

西中山町才ケ洞10-5（特別養護老人ホーム藤岡の楽園内）

平和町1-1（老人保健施設ジョイステイ内）

保見町南山109-1（特別養護老人ホーム保見の里内）

堤町堤18-1（特別養護老人ホーム豊田つつみ園内）

古瀬間町古宿131（特別養護老人ホーム益富の楽園内）

滝脇町杉長入23（特別養護老人ホーム笑いの家内）

野見山町5-80-1（特別養護老人ホームとよた苑内）

本町本竜48（特別養護老人ホームひまわりの街内）

中根町男松79（特別養護老人ホーム豊田みのり園内）

36-3006
68-2338
32-4342
62-0683
45-5357
78-6711
82-2530
34-3209
65-1600
21-6725
45-3717
46-9677
90-4335
43-5022
24-5000
33-0801
51-1255
80-1244
76-5294
75-1258
24-0623
48-3004
51-5206
41-7788
58-5152
87-3700
47-8158
53-6361

担当地区
（五十音順）

逢妻
旭
朝日丘
足助
井郷
石野
稲武
梅坪台
小原
上郷
猿投
猿投台
下山
浄水
末野原
崇化館
高岡
高橋
藤岡
藤岡南
豊南
保見
前林
益富
松平
美里
竜神
若園

ほっとかん地域包括支援センター
ぬくもりの里包括支援センター
社協包括支援センター
足助地域包括支援センター
豊田福寿園地域包括支援センター
石野の里地域包括支援センター
いなぶ包括支援センター
豊田地域ケア支援センター
ふくしの里包括支援センター
地域包括支援センターかずえの郷
地域包括支援センター猿投の楽園
こささの里地域包括支援センター
まどいの丘包括支援センター
豊田厚生地域包括支援センター
みなみ福寿園地域包括支援センター
ひまわり邸地域包括支援センター
わかばやし園地域包括支援センター
地域包括支援センターくらがいけ
ふじのさと包括支援センター
地域包括支援センター藤岡の楽園
トヨタ地域包括支援センター
地域包括支援センター保見の里
つつみ園地域包括支援センター
地域包括支援センター益富の楽園
笑いの家地域包括支援センター
地域包括支援センターとよた苑
ひまわりの街地域包括支援センター
みのり園地域包括支援センター

市外局番
0565



介護保険のしくみ
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介護を社会で
支えあっています

サービス事業者

介護予防や地域
の総合的な相談
の拠点です。

地域包括
支援センター

●指定を受けた民間企業、
NPO法人、社会福祉法
人、医療法人などがサー
ビスを提供します。

●保険料を納めます。
●サービスを利用するための
申請をします。
●サービスを利用して、利用
者負担を支払います。

●介護保険制度を運営します。
●要介護認定を行います。
●介護保険被保険者証を交付
します。

●介護保険負担割合証を交付
します。
●サービスの確保・整
備をします。

　介護保険制度は、40歳以上の人が加入者となって介護保険料を納め、介護や支
援が必要になったときには費用の一部を支払ってサービスを利用できるしくみで
す。豊田市が保険者となって運営しています。

みんなで支えあう制度です

豊田市民
被保険者

（40歳以上の人）

保険者

●保険料の納付
●要介護認定の
申請

●利用者負担の
支払い

●介護報酬の
支払い

●サービスの
提供

●要介護認定
●介護保険被保険者
証の交付
●介護保険負担割合
証の交付

豊田市

介護保険のしくみ
●介護保険に加入する人 P3

●被保険者証と負担割合証 P3

介護保険の保険料
●65歳以上の人（第1号被保険者）の保険料 P5

●介護保険料を納めましょう P6

介護サービス利用の流れ
●サービスを利用するまでの手順 P7

●在宅でサービスを受けるには P9

サービスの種類
●サービス一覧 P11

●利用できるサービス P12

地域支援事業
●介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業） P21

あなたを支える安心サービスのご案内
●ぬくもりとふれあいのある生活をめざして P23

みんなで広げよう認知症にやさしいまち
●認知症の理解 P29

●大切な人を支えよう P31

地域包括支援センター
●まずは地域包括支援センターへご相談ください！ P33

もくじ

●介護報酬の
請求

（第9期豊田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画）
おもいやりのまち～安心して自分らしく生きられる支え合いのまちづくり～
豊田市のめざす姿

P1～4

P5・6

P7～10

P11～20

P21・22

P23～28

P29～32

P33・34
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以下の16疾病が定められています。

サービスを利用できるのは
介護や支援が必要であると認定された人

　

サービスを利用できるのは

老化が原因とされる病気（特定疾病）により
介護や支援が必要であると認定された人

　40歳以上の人は、介護保険の加入者（被保険者）です。

　ケアプランの作成を依頼するときや、サービスを利用するときは介護保険被保
険者証と介護保険負担割合証が必要です。

介護保険に加入する人

被保険者証と負担割合証

（医師が一般に認められている医学的
知見に基づき回復の見込みがない状
態に至ったと判断したものに限る）

●がん

●関節リウマチ
●筋萎縮性側索硬化症
●後縦靱帯骨化症
●骨折を伴う骨粗しょう症
●初老期における認知症

●進行性核上性麻痺、大脳皮質基底
　核変性症、パーキンソン病
●脊髄小脳変性症
●脊柱管狭窄症
●早老症
●多系統萎縮症
●糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症、
　糖尿病性網膜症

●脳血管疾患
●閉塞性動脈硬化症
●慢性閉塞性肺疾患
●両側の膝関節又は
　股関節に著しい変形を
　伴う変形性関節症

特定疾病

かん せつ

こう じゅうじん たい こっ か しょう

こっ せつ ともな こつ そ しょう

きん い しゅく せい そく さく こう か しょう

せき ずいしょうのう へん せい しょう

しん こう せい かくじょうせい ま ひ だい のう ひ しつ き てい

かく へん せいしょう びょう

せき ちゅうかんきょうさく しょう

とう にょう びょうせい しん けい しょうがい とう にょう びょうせい じん しょう

のう けっ かん しっ かん

へい そく せい どうみゃく こう か しょう

へんともな けい せい かん せつ しょう

まん せい へい そく せい はい しっ かん

しつ かんりょう そく せつ また

こ かん せつ へん けいいちじる

とう にょう びょうせい もう まく しょう

そう ろう しょう

65歳以上の人は
第1号被保険者

40～64歳の人は
第2号被保険者

た けい とう い しゅくしょう

しょ ろう き にん ち しょう

■65歳に到達する月の前月に交付されます。
■40～64歳の人は、介護保険の認定を受けた場合に交付されます。

とく てい しっ ぺい

①住所、氏名、生年月日、性別に誤りがないかを確認しましょう
②認定された要介護状態区分等
③認定された年月日など
④認定の有効期間（原則として初回6か月間、更新時12か月間）
⑤居宅サービス等の1か月に利用できる上限額
⑥個別サービスの上限が設定された場合に記載
⑦審査会の意見や、利用できるサービスの指定がある場合に記
載
⑧保険料の滞納などで給付に制限がある場合に記載
⑨ケアプランの作成を依頼した場合に居宅介護支援事業者名
等を記載
⑩施設サービスを利用する場合、介護保険施設等が名称や入退
所等年月日を記載

①

② ③ ④
⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

※交通事故など第三者の行為が原因で介護保険を利用する場合は、届出
が必要ですので、介護保険課へ連絡してください。

・収入から公的年金等控除、給与所得控除、所得金額調整控除、必要経費を控除し
た後で、基礎控除・人的控除などの控除をする前の所得金額のことです。
・合計所得金額に給与所得または公的年金等に係る雑所得が含まれている場合は、
給与所得または公的年金等に係る雑所得の合計額から10万円控除した金額を用い
ます。
・土地売却等に係る特別控除額がある場合は、合計所得金額から「長期譲渡所得及
び短期譲渡所得に係る特別控除額」を控除した金額を用います。

●合計所得金額

・合計所得金額のうち、年金収入にかかる所得を除いた金額です。
●その他の合計所得金額

※40～64歳の人は、所得にかかわらず1割負担です。
　また、生活保護を受給している場合も1割負担となります。

介護保険被保険者証

必要なとき

3割負担

2割負担

1割負担い
い
え

いいえ

い
い
え

は
い

は
い

は
い

■介護保険サービスの自己負担割合と判定基準

負担割合証
（介護保険負担割合証）

介護保険サービス等を利用するときの自己負担割合（1～3割）が
記載されています。

負担割合（1～3割）が
記載されます。

大切に
保管しま
しょう。

❶要介護認定を受けた人
❷介護予防・生活支援サービス事業対象者
に交付されます。

利用者本人を含む同じ世帯にいる65歳以上の人の収入等により決まります。

介護保険サービスを利用するとき

交付対象者

65
歳
以
上
で
本
人
が
住
民
税
課
税

本
人
の
合
計
所
得
金
額
が

220万円以上

160万円以上
220万円未満

160万円未満

年金収入＋その他の合計所得金額が
・単身で340万円以上　または
・65歳以上の人が2人以上いる世帯で、
　世帯の合計が463万円以上

年金収入＋その他の合計所得金額が
・単身で280万円以上　または
・65歳以上の人が2人以上いる世帯で、
　世帯の合計が346万円以上

1年間
（8月1日～翌年7月31日）

適用期間




